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1 はじめに

今日､世界では､イギリスやアメリカをはじめ

とする国々で､内部告発者保護法が制定されてい

る｡また､国際機関や各国の国内機関が内部告発

に関する会議を開いているとともに､各機関が策

定したコーポレート･ガバナンス原則 (原則)に

おいて､企業に対して従業員が取締役などに自由

に発言できる制度の構築を要請している｡

一方､日本において､2000年前後に､従業員

などからの内部告発によって三菱自動車のリコー

ル隠しや東京電力の原子力発電所 トラブル隠しな

どをはじめとする企業不祥事が､発覚した｡そ

して､2006年に､公益通報者保護法が制定され､

内部告発制度の構築が進められている｡今日､日

本の内部告発制度は､量的拡大から質的拡充が求

められ､制度の見直しがなされている｡また､企

業において､従業員などからの通報や相談を受け

付ける制度構築が進められている｡この制度は､

内部通報制度という通称で呼ばれている｡そして､

企業は､内部通報制度を構築することで､企業内

で不正行為へ対処しようとしている｡

本稿では､(1)企業において内部通報制度は

如何にして実践 されているのか､(2)企業の

内部通報制度には如何なる課題が存在するのか､

(3)今後､企業が内部告発制度を構築していく

にあたって考慮すべき点､を明らかにし今後の展

望を論じることを目的とする｡具体的には､まず､

第2節で､日本企業において､内部通報制度が構

築されはじめた背景を検討するとともに､如何な

る制度が構築されているのか検証する｡また､第

3節と第4節で､内部通報制度を構築して実践し

ている企業を取り上げ､内部通報制度の詳細を検

討する｡そして､第5節で､第2節と第3節､第

4節において検討した内容をもとに､内部通報制

度の体系を明らかにする｡さらに､第6節で､企

業における内部告発制度の課題と展望を明らかに

する｡
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2 日本企業における内部通報制度構築の

背景と実態

2.1 日本企業における内部通報制度構築の背景

日本企業において､内部通報制度が整備されは

じめた背景は､(1)不正行為が明らかになった

際に､企業内部で対処する体制が必要とされて

いること､(2)不祥事の頻発によって､企業に

おける法令遵守体制の構築が必要とされている

こと､が挙げられる｡まず､(1)であるが､近

年発覚している日本企業の不祥事の多くが従業員

(元従業貝を含む)などによる内部告発によって

発覚している｡そして､内部告発によって企業不

祥事が発覚すると､内部告発者が不利益な扱いを

受けていることが明らかになりはじめた｡そこで､

2006年4月には､内部告発者保護法である ｢公益

通報者保護法｣が施行され､企業内部が通報先と

して定められたことも大きな要因になっている1｡

つぎに､(2)であるが､今日､企業不祥事が

起こると､必ずと言ってもいいほどにコーポレー

ト･ガバナンスが論じられる｡コーポレート･ガ

バナンスは､企業不祥事への対処と企業競争力の

強化を､如何にして構築していくべきかに焦点が

集まっている｡そして､｢コンプライアンス (汰

令遵守一筆者)はガバナンスの基底をなし､企業

不祥事の発生を抑止することによって､経営の健

全化を図ろうとする2｣と指摘があるように､法

令遵守は､コーポレート･ガバナンスの基底をな

すものであると考えられている｡具体的には､企

業行動規範や倫理綱領の策定､法令遵守担当の

部署の設置がなされている3｡こうした背景から､

日本企業における内部通報制度は､コーポレート

ガバナンスと関連し､企業不祥事への対処という

視点から構築されており､企業が､法令遵守体制

を構築していくなかで実践されている4｡

2.2 日本企業における内部通報制度の実態

日本企業における内部通報制度の実態を検討し

たものが､表 1である｡ここでは､内部通報制度

を導入している東京証券取引所上場企業を①建設

業､①食料品業､③繊維･パルプ･紙業､④化学業､

①医薬品業､①石油 ･石炭 ･ゴム製品 ･硝子 ･土

石業､⑦鉄鋼 ･非鉄金属業 ･金属業､⑧輸送 ･精

密 ･その他製品業､⑨電気機器業､⑩小売業､⑪

銀行 ･証券 ･保険業､の11業種に分類し考察し

た5｡各企業の､通報制度の名称や通報制度構築

の目的､通報制度の構成や通報方法について検討

した｡

検討した結果として､内部通報制度は､その多

くが ｢内部通報窓口｣｢(コンプライアンス ･企業
倫理)ホットライン｣｢(コンプライアンス ･企業
倫理)ヘルプライン｣｢(コンプライアンス ･企業

倫理)相談窓口｣｢相談室｣といった名称が多く
用いられていた｡一方で､アサヒビールグループ､

雪印グループ､帝人､資生堂､第-三共グループ､

タケダ薬品､昭和シェル､HOYA､コクヨ､セブ

ン&アイ ･ホールディングス､サークルKサンク

ス､りそなホールディングスでは､上記のような

名称は用いずに企業名を含めるなど独自の名称を

用いていた｡

つぎに､内部通報制度構築の目的は､法令や行

動規範に反する行為を早期に発見し解決すること

というものが多かった｡また､帝人､タケダ薬品､

昭和シェルのように､会社を良くするために従業

員の意見を聞き､経営に反映することを明示して

いる企業や､第一三共グループやサークルKサン

クスのように､公益通報者保護法に対応するシス

テムを構築すること､を目的としている企業もみ

られた｡そして､内部通報制度の構成は､ほとん

どの企業が企業内部に通報窓口を設けるととも

に､企業外部に通報窓口を設けられていた｡そし

て､企業外部の通報窓口は､ほとんどの企業が顧

問弁護士の法律事務所を通報先としていた｡さら

に､キリンホールディングス､日本製紙､第-三

共グループ､昭和シェル､クリモ ト､サークルK

サンクスが､第三者機関を通報窓口として設置し

ていた｡

くわえて､通報方法は､企業の多くが電話や

FAX､電子メールや郵送で受け付け､複数の連絡
方法を設けていた｡帝人やエーザイ､ローソンで
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は､イントラネットやホームペ-ジからの通報や

相談も受け付けており､容易に通報や相談ができ

るようにしていた｡以上のことから､内部通報制

度は､業種を問わず構築されていると考えられる｡

くわえて､企業は､それぞれに異なる目的で制度

を構築していることなどから､企業が各々に適し

たシステムを構築しているといえよう｡次節では､

表 1の内容を基に､企業内で具体的に如何なる制

度が構築されているのかを検討する｡そこで､委

員会設置会社であるソニーと監査役設置会社であ

る帝人､そして､2000年に､内部告発によって

リコール隠しが発覚した三菱自動車の内部通報制

度を考察する6｡



表
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内
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通
報
制
度
を
構
築
し
て
い
る
主
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日
本
企
業
と
そ
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概
要
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業
種

企
業

名
称

1∃
的

構
成

方
法

備
考

①
建
設
業
三
井
住
友
建
設
内
部
通
報
制
度
組
織
的
あ
る
い
は
個
人
的
な
法

令
違
反
行
為
に
関
す
る
通
報
.

相
談
の
適
正
な
処
理
の
仕
組
み
通
報
窓
口
を
総
務
.
法
務
部
電
話
､
F
A
X
､
E
-m
ai
l､

面
談

匿
名
に
よ
る
通
報
も
受
け

を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
､
不
正

行
為
の
早
期
発
見
と
是
正
､
未

然
防
止
に
資
す
る
体
制
を
構
築

す
る
こ
と
o

お
よ
び
顧
問
弁
護
士
事
務
所

に
設
置
す
る
o

付
け
る
o

三
機
工
業
企
業
倫
理
ホ
ッ
ト
ラ

イ
ン

-
(
1
)
社
内
窓
口
は
C
S
R
推

進
部
､
社
外
窓
口
は
顧
問
弁

護
士
事
務
所
に
設
置
す
る
o

(
2
)
通
報
内
容
は
す
べ
て

企
業
倫
理
担
当
役
員
に
集
約

さ
れ
る
○

-
-

ミ
サ
ワ
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
不
祥
事
の
拡
大
防
止
や
不
正
行

為
の
是
正
な
ど
を
実
施
し
､
グ

ル
ー
プ
の
社
会
的
信
頼
を
維
持

す
る
o

･
外
部
と
内
部
に
窓
口
を
設

け
る
o

-
実
名
と
匿
名
い
ず
れ
の
通

報
も
受
け
付
け
る
o

大
和
ハ
ウ
ス
企
業
倫
理
ヘ
ル
プ
ラ

イ
ン

解
決
す
べ
き
課
題
の
早
期
発
見

を
目
的
と
す
る
o

-
電
話
､
W
eb
.電
子
メ
ー

ル
､
面
会
､
郵
送

全
従
業
員
を
対
象
と
す
る
○

(か
食
料
品
業
日
本
製
粉
企
業
倫
理
ヘ
ル
プ
ラ

イ
ン

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
強
化

の
一
環
と
し
て
､
こ
う
し
た
行

為
(法
令
違
反
や
社
内
不
正
-

筆
者
)
を
防
止
も
し
く
は
早
期

発
見
し
､
是
正
す
る
こ
と
o

-
-

グ
ル
ー
プ
全
従
業
員
を
対

象
に
す
る
o

キ
リ
ン
ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
ス
相
談
窓
口
(ホ
ッ
ト

ラ
イ
ン
)

-
社
内
窓
口
と
第
三
者
機
関
が

窓
口
の
社
外
窓
口
を
設
け
る

-
-

ア
サ
ヒ
ビ
ー
ル
ク
リ
-
シ
.
ラ
イ
ン
企
業
活
動
に
と
も
な
う
リ
ス
ク

の
早
期
発
見
を
促
し
､
重
大
な
社
内
窓
口
企
業
倫
理
委
員
会

事
務
局
､
社
外
窓
口
は
顧
問

弁
護
士
に
設
置
す
る
o
F
A
X
､
電
子
メ
ー
ル
､

-
グ
ル
ー
プ
制
度

問
題
を
未
然
に
防
ぐ
こ
と
を
目

指
す
o

面
会
､
封
書
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業
種

企
業

名
称

目
的

構
成

方
法

備
考

(釘
繊
維
､
パ

ル
プ
.
紙
業
帝
人

C
or
po
ra
te
E
th
ic
s

O
pi
ni
on
B
oX

グ
ル
ー
プ
内
の
法
的
､
倫
理
的

に
不
適
切
な
問
題
の
発
生
に
対

し
て
､
組
織
の
自
浄
作
用
を
働

か
せ
て
組
織
内
で
解
決
す
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
O

グ
ル
ー
プ
C
SR
責
任
者

(C
SR
O
)､
C
SR
室
長
へ
送

信
さ
れ
る
○

社
内
英
語
版
イ
ン
ト
ラ

ネ
ッ
ト
(海
外
)

通
報
内
容
は
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
を
守
り
つ
つ
開
示
す

る
o

企
業
倫
理
意
見
箱

グ
ル
ー
プ
C
SR
責
任
者

(C
SR
O
)､
C
SR
室
長
へ
送

信
さ
れ
る
o

社
内
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト

(E
-m
ai
l､
電
話
､
手
紙
)

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

法
律
事
務
所
を
通
報
先
と

す
る
o
通
報
さ
れ
た
内
容

は
グ
ル
ー
プ
C
SR
責
任
者

(C
SR
O
)､
C
SR
室
長
へ
報

告
さ
れ
る
o

E
-m
ai
l､
電
話
､
郵
送

セ
ク
ハ
ラ
.
ホ
ッ
ト

ラ
イ
ン

外
部
機
関
に
委
託
す
る
o
通

報
さ
れ
た
内
容
は
グ
ル
ー

プ
C
SR
責
任
者
(C
SR
O
)､

C
SR
室
長
へ
報
告
さ
れ
る
o
電
話

社
外
通
報
受
付
窓
口

社
外
の
取
引
先
を
対
象
と
し

た
窓
口
､
実
名
で
の
通
報
を

対
象
と
す
る
o

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
H
P

北
越
製
紙

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

-
社
内
窓
口
は
､
総
務
部
に
社

外
窓
口
は
顧
問
弁
護
士
に
設

置
す
る
o
通
報
内
容
は
チ
ー

フ
.
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
.

オ
フ
ィ
サ
ー
(C
C
O
)
か

ら
社
長
へ
と
報
告
さ
れ
る
○

-
-

日
本
製
紙
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
職
場
に
お
け
る
､
法
令
.
社
会

規
範
.
企
業
倫
理
上
､
問
題

に
な
り
そ
う
な
行
為
に
つ
い
て

グ
ル
ー
プ
従
業
員
が
職
場
の
指

示
系
統
を
離
れ
て
直
接
通
報
一

相
談
で
き
る
よ
う
な
体
制
を
構

築
す
る
o

社
内
窓
口
は
､
C
SR
部
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
室
に
､
社
外

窓
口
は
弁
護
士
事
務
所
と
電

話
相
談
.受
付
専
門
会
社
に
設

置
す
る
o

-
-
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業
種

企
業

名
称

目
的

構
成

方
法

備
考

④
化
学
業
マ
ン
ダ
ム
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
シ
ス
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
違
反
に
関
顧
問
弁
護
士
を
含
め
た
考
働
電
話
､
FA
X
､
E一
m
ai
1､
通
報
内
容
に
関
し
て
､
考

働
規
範
委
員
会
が
事
実

す
る
リ
ス
ク
の
早
期
発
見
.
未
規
範
推
進
委
員
16
名
を
受

関
係
の
調
査
､
原
因
究

テ
ム

然
防
止
.
再
発
防
止
を
目
的
と

す
る
o

付
窓
口
と
す
る
o

郵
送

明
､
違
反
行
為
の
未
然
防

止
､
差
し
止
め
､
再
発
防

止
な
ど
の
解
決
を
行
う
O

資
生
堂

資
生
堂
相
談
ル
ー
ム

(社
内
)

資
生
堂
社
外
相
談
窓

口
(社
外
)

万
が
一
社
内
で
不
正
行
為
が

あ
っ
た
場
合
も
小
さ
な
芽
の
う

ち
に
社
内
で
解
決
す
る
た
め
設

置
す
る
o

社
内
窓
口
と
社
外
窓
口
と
し

て
弁
護
士
事
務
所
に
通
報
窓

口
を
設
け
る
o

-
通
報
窓
口
の
周
知
徹
底
を

図
り
､
公
正
な
調
査
解
決

ル
ー
ト
や
通
報
(相
談
)

者
の
不
利
益
扱
い
の
禁
止

を
明
示
し
た
｢資
生
堂
グ

ル
ー
プ
相
談
窓
口
規
程
｣

を
制
定
す
る
o

ク
ラ
レ

社
員
相
談
室

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
違
反
を
防

止
､
ま
た
は
早
期
に
発
見
し
､

解
決
す
る
た
め
に
設
置
す
る
o
相
談
窓
口
に
は
､
社
外
弁
護

士
と
社
外
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

を
起
用
す
る
o

電
話
､
FA
Ⅹ
､
E一
m
ai
i､

郵
送

-

花
王

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

相
談
.
通
報
窓
口
法
律
.
倫
理
違
反
の
お
そ
れ
が

あ
る
業
務
に
関
す
る
社
員
の
相

読
.
通
報
窓
口
と
し
て
設
置
す

る
o

(
1
)
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

事
務
局
を
社
内
相
談
.
通
報

窓
口
と
し
､
弁
護
士
.
専
門

家
に
委
託
し
た
社
外
相
談
.

通
報
窓
口
を
設
置
す
る
○

(
2
)
海
外
の
関
係
会
社
へ

も
窓
口
を
設
置
す
る
○

-
-

G
)医
薬
品
業
協
和
発
酵
キ
リ

ン
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
社
内
で
法
令
や
倫
理
に
違
反
す

る
行
為
な
ど
が
行
わ
れ
て
い
る

あ
る
い
は
行
わ
れ
よ
う
と
し
て

い
る
こ
と
を
発
見
し
た
場
合
に

速
や
か
に
解
決
す
る
た
め
o
社
内
窓
口
を
企
業
倫
理
担
当

役
員
と
法
務
部
企
業
倫
理
室

の
2
カ
所
の
設
置
し
､
社
外

窓
口
を
弁
護
L
に
設
置
す
る

-
全
て
の
従
業
員
を
対
象
と

す
る
o

第
--
三
共
グ

ル
ー
プ

D
s
-ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
20
06
年
4
月
に
施
行
さ
れ
た
公

益
通
報
者
保
護
法
を
受
け
て
企

業
内
の
内
部
通
報
に
適
切
に
対

応
す
る
た
め
o

通
報
窓
口
と
し
て
､
社
内
窓

口
､
第
三
者
機
関
､
社
外
弁

護
士
の
3
つ
を
設
置
す
る
o
電
話
､
FA
X
､
E一
m
ai
1､

郵
送

-
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業
種

企
業

名
称

目
的

構
成

方
法

備
考

①
医
薬
品
業
タ
ケ
ダ
薬
品
V
o
ic
e
o
f
T
a
k
e
d
a

S
y
st
em

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る

質
問
､1
通
報
､
提
案
な
ど
､
従

業
員
の
声
を
聞
き
､
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
の
実
践
に
反
映
さ
せ

る
と
と
も
に
､
公
益
通
報
者
の

保
護
に
資
す
る
た
め
の
シ
ス
テ

ム
と
し
て
設
置
す
る
o

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
事
務
局

が
担
当
し
､
従
業
員
か
ら
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る

質
問
や
通
報
､
提
案
を
聞
き

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
実
践

･に
反
映
さ
せ
る
○

E
-m
ai
l､
社
内
メ
ー
ル

等
-

(む
石
油
.
石

戻
.
ゴ
ム
製

品
.
硝
子
.

土
石
業
昭
和
シ
ェ
ル
Ⅵ
)i
ce
of
P
eo
p
le
行
動
原
則
遵
守
や
人
事
処
遇
や

職
場
環
境
に
関
す
る
疑
問
や
悩

み
､
会
社
を
良
く
す
る
た
め
の

建
設
的
な
意
見
.
提
案
を
社
員

か
ら
吸
い
上
げ
､
経
営
に
反
映

さ
せ
る
た
め
に
設
置
す
る
o
社
内
窓
口
の
他
に
､
第
三
者

機
関
を
外
部
窓
口
と
し
て
設

置
す
る
o

-
行
動
原
則
遵
守
や
職
場
環

境
に
関
す
る
疑
問
や
悩
み
､

会
社
を
良
く
す
る
建
設
的

な
意
見
.
提
案
を
社
員
か

ら
吸
い
上
げ
経
営
に
反
映

さ
せ
る
シ
ス
テ
ム
と
し
て

い
る
o

東
洋
ゴ
ム
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
相
談
法
令
違
反
行
為
や
当
社
の
行
動

憲
章
.
行
動
規
範
に
反
す
る
行
社
内
窓
口
と
顧
問
弁
讃
士
に

-
グ
ル
ー
プ
を
含
む
全
て
の

従
業
員
と
取
引
先
の
従
業

室
為
等
の
未
然
防
止
を
目
的
と
し

て
設
置
す
る
○

よ
る
社
外
窓
口
の
設
置

員
を
対
象
と
す
る
o

住
友
ゴ
ム
企
業
倫
理
ヘ
ル
プ
ラ

イ
ン

｢法
令
遵
守
.
企
業
倫
理
の
維

持
は
､
企
業
存
続
の
根
幹
に
か

か
わ
る
も
の
で
あ
り
､
企
業
と

し
て
長
期
的
に
活
力
を
維
持
し

競
争
力
を
高
め
て
い
く
た
め
に

必
要
不
可
欠
で
あ
る
｣
と
考
え

て
い
る
た
め
に
設
置
す
る
o
(
1
)
社
内
窓
口
に
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
相
談
室
を
設
置

し
､
社
外
窓
口
を
顧
問
弁
護

士
と
す
る
o

(
2
)
必
要
に
応
じ
て
､
取

締
役
会
.
監
査
役
会
に
報
告

す
る
o

-
-

太
平
洋
セ
メ
ン

ト
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

-
社
内
窓
口
を
C
S
R
推
進
室
に

設
置
し
､
社
外
窓
口
を
弁
護

士
事
務
所
に
設
置
す
る
o
ま

た
､
社
内
窓
口
は
､
関
係
者

以
外
が
対
入
り
で
き
な
い
よ

う
に
し
て
い
る
o

電
話
.
F
A
X
.､
E
-m
ai
l

-

⑦
鉄
鋼
.
非

鉄
金
属
.
金

属
業

新
日
本
製
織
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
よ
り
広
範
な
リ
ス
ク
へ
の
対
応

力
を
強
化
す
る
観
点
か
ら
設
置

す
る
o

-
-

全
て
の
従
業
貝
の
み
な
ら

ず
､
そ
の
家
族
を
対
象
と

す
る
o

ク
リ
モ
ト
企
業
倫
理
ホ
ッ
ト
ラ
法
令
と
企
業
倫
理
の
順
守
を
目
中
立
な
立
場
の
民
間
相
談
機
電
話
､
F
A
X
､
W
eb
匿
名
で
の
通
報
も
受
け
付
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業
種

企
業

名
称

目
的

構
成

方
法

備
考

(む
鉄
鋼
一
非

鉄
金
属
.
金

属
業

住
友
金
属
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

制
度

グ
ル
ー
プ
の
社
員
ま
た
は
派
遣

社
員
か
ら
の
通
報
を
受
け
､
調

査
是
正
な
ど
の
措
置
を
行
う
た

め
に
設
置
す
る
o

社
内
窓
口
を
内
部
監
査
室
へ

社
外
窓
口
を
弁
護
士
事
務
所

へ
設
置
す
る
○

n
AX
､
E
一m
ai
1､
郵
送
従
業
員
ら
か
ら
通
報
を
受

け
､
調
査
是
正
を
行
う
た

め
の
制
度

三
菱
マ
テ
リ
ア

ル
社
員
相
談
室

＼
社
内
窓
口
と
と
も
に
社
外
窓

口
を
弁
護
士
事
務
所
に
設
置

す
る
o

-
グ
ル
ー
プ
全
体
を
対
象
と

す
る
o

(む
輸
送
精
三
菱
自
動
車
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
不
祥
事
の
防
止
.
早
期
発
見
な

ら
び
に
自
浄
作
用
を
発
揮
す
る

透
明
性
の
高
い
職
場
環
境
を
つ

く
る
た
め
o

社
内
窓
口
と
と
も
に
社
外
窓

口
を
弁
護
士
事
務
所
に
設
置

す
る
○

-
-

オ
リ
ン
パ
ス
ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン

-
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
室
に
設

置
す
る
o

-
-

H
O
Y
A

H
O
Ⅵゝ
ヘ
ル
プ
ラ
イ
法
令
や
｢H
O
Y
A
行
動
基
準
｣

に
違
反
す
る
行
為
が
あ
っ
た
場

合
､
早
期
に
発
見
し
､
ト
ッ
プ

へ
ス
ム
ー
ズ
に
伝
達
す
る
仕
組

み
を
構
築
す
る
こ
と
で
会
社
社
内
窓
口
を
専
任
組
織
へ
､

社
外
窓
口
を
弁
護
士
事
務
所

法
令
や
行
動
規
範
の
違
反

行
為
を
､
ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ

密
.
そ
の
他

製
品
業

ン
と
し
て
の
迅
速
で
適
切
な
対
処

を
促
し
､
グ
ル
ー
プ
全
体
の
健

全
性
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
い
る
o

ヘ
設
置
す
る
o

メ
ン
卜
へ
ス
ム
ー
ズ
に
伝

達
す
る
o

コ
ク
ヨ

コ
ク
ヨ
ホ
ッ
ト
ラ
イ

ン
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
企
業
倫

理
に
関
す
る
情
報
､
お
よ
び
､

職
場
で
発
生
す
る
可
能
性
が
あ

る
さ
ま
ざ
ま
な
悩
み
事
に
対
す

る
相
談
窓
口
と
し
て
設
置
す
る

-
-

(1
)
匿
名
で
の
通
報
.
棉

談
を
受
け
付
け
る
○

(2
)
通
報
者
の
氏
名
は
本

人
の
了
解
を
得
な
い
限
り

所
属
会
社
に
開
示
し
な
い
○

(3
)
通
報
者
が
不
利
益
を

受
け
た
場
合
は
厳
正
に
処

分
す
る
o
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業
種

企
業

名
称

目
的

構
成

方
法

備
考

(9
電
気
機
器

莱
東
芝

リ
ス
ク
相
談
ホ
ッ
ト

ラ
イ
ン
(社
内
)

ク
リ
ー
ン
.
パ
ー
ト

ナ
ー
.
ラ
イ
ン

(取
引
先
)

東
芝
で
は
法
令
､
社
会
規
範
､

倫
理
､
社
内
規
程
な
ど
の
遵
守

を
グ
ロ
ー
バ
ル
に
徹
底
し
､
公

正
.
誠
実
な
競
争
に
よ
る
事
業

活
動
を
推
進
､
さ
ら
に
生
活
者

の
視
点
と
立
場
を
重
視
し
た
お

客
様
の
安
全
.
安
心
を
図
る
た

め
に
設
置
す
る
o

取
引
先
専
用
の
通
報
窓
口
を

設
け
る
o

-
-

富
士
通

ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
制
度
行
動
規
範
に
則
っ
て
社
貝
が
業

務
を
遂
行
す
る
際
､
｢判
断
に

迷
っ
た
場
合
｣
や
｢違
反
の
疑

い
の
あ
る
行
為
に
つ
い
て
通
常

の
職
制
を
通
じ
て
報
告
で
き
な

い
場
合
｣
､
あ
る
い
は
｢法
令

や
社
会
規
範
に
照
ら
し
て
疑
問

が
年
じ
た
場
合
l
で
の
運
用
を

想
定
し
て
い
る
○

社
内
窓
口
を
法
務
本
部
.
審

査
法
規
局
へ
､
社
外
窓
口
を

弁
護
士
事
務
所
へ
設
置
す
る

グ
ル
ー
プ
全
て
の
従
業
員

を
対
象
と
す
る
○

ソ
ニ
ー

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
社
員
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
活

動
へ
の
参
画
を
容
易
に
し
､
法

令
や
社
内
規
則
違
反
の
潜
在
的

な
リ
ス
ク
に
対
し
て
早
期
に

対
処
す
る
た
め
に
設
置
す
る
o
(
1
)
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

執
行
担
当
役
へ
直
結
す
る
○

(
2
)
通
常
の
指
揮
命
令
系

統
か
ら
独
立
し
て
運
営
さ
れ

る
○

電
話
､
E
-m
ai
l､
郵
送

-

⑩
小
売
業
フ
ァ
ミ
リ
ー

マ
ー
ト

ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

-
通
報
.
相
談
内
容
を
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
長
へ
報
告

し
､
代
表
取
締
役
へ
報
告
さ

れ
る
o

-
-

ロ
ー
ソ
ン
･相
談
窓
F
T
(社
内
)

･ヘ
ル
プ
ラ
イ
ン
(社

外
)

社
員
(従
業
員
-
筆
者
)
の
か

か
え
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
上

の
疑
問
点
を
収
集
す
る
た
め
に

設
置
す
る
o

社
外
窓
口
を
弁
護
士
事
務
所

へ
設
置
す
る
o

-
社
内
uゝ
N
で
相
談
を
通
報

を
行
う
o



業
種

企
業

名
称

目
的

構
成

方
法

備
考

⑩
小
売
業
サ
ー
ク
ル
K
サ

ン
ク
ス

E
S
.
C
S
コ
ー
ル
窓

口
公
益
通
報
者
保
護
法
に
対
応
す

る
た
め
に
､
法
律
､
企
業
倫
理

違
反
や
社
会
道
徳
の
欠
如
に
対

す
る
社
内
通
報
制
度
と
し
て
設

置
す
る
o

ど
ち
ら
も
第
三
者
機
関
に
設

置
す
る
o

(1
)
E
S
コ
ー
ル
は
､
社
内

で
法
令
違
反
や
規
則
違
反

な
ど
や
､
職
場
環
境
の
悪

化
に
つ
い
て
の
通
報
を
受

け
る
o
(2
)
C
S
コ
ー
ル
は
､
商
品

を
製
造
し
て
い
る
工
場
よ

り
､
食
品
に
関
す
る
情
報

を
収
集
す
る
o

⑪
銀
行
一
証
み
ず
ほ
フ
ィ
ナ

ン
シ
ャ
ル
グ

ル
ー
プ

ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制
､

監
査
に
係
る
不
適
切
な
事
項
に

つ
い
て
､
社
内
外
か
ら
通
報
を

受
け
つ
け
る
た
め
O
に
設
置
す

る
社
外
の
法
律
事
務
所
へ
設
置

す
る
o

E
-m
ai
l､
郵
送

匿
名
の
通
報
も
受
け
付
け

る
o

り
そ
な
ホ
ー
ル
り
そ
な
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
浸
透
に
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
統
括
部
電
話
､
E
-m
ai
l

匿
名
に
よ
る
通
報
.
相
談

も
受
け
付
け
る
○

テ
ィ
ン
グ
ス
イ
ン
(社
内
)
は
､
従
業
員
一
人
ひ
と
り
の

問
題
意
識
と
透
明
な
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
が
重
要
で
あ
る
と
署
へ
設
置
す
る
o

り
そ
な
弁
護
士
ホ
ツ

社
外
の
契
約
金
諸
士
が
受
け

券
.
保
険
業

卜
ラ
イ
ン

(社
外
)

の
認
識
か
ら
設
置
す
る
o

′､
ナ｢
｡

付
け
る
o

野
村
諾
券
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

ス
.
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
社
内
に
お
い
て
法
令
違
反
の
疑

い
の
あ
る
行
為
な
ど
に
気
づ
い

た
場
合
に
､
当
該
情
報
を
各
社

の
枠
を
超
え
て
､
直
接
に
野
村

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
の
経
営
に

提
供
し
得
る
手
段
と
し
て
設
置

す
る
○

執
行
役
や
社
外
取
締
役
､
社

外
弁
護
士
へ
も
直
接
通
報
す

る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
○

-
匿
名
に
よ
る
通
報
も
受
け

付
け
る
o

⑪
銀
行
.
証
大
和
証
券
企
業
倫
理
ホ
ッ
ト
ラ
グ
ル
ー
プ
.
ブ
ラ
ン
ド
を
傷
つ

け
る
行
為
､
法
令
.
諸
規
則
に

抵
触
す
る
行
為
に
つ
い
て
早
期

に
発
見
し
､
是
正
す
る
た
め
の

制
度
と
し
て
設
置
す
る
○
(
1
)
社
内
窓
口
は
企
業
倫

理
担
当
へ
､
社
外
窓
口
は
法

律
事
務
所
へ
設
置
す
る
○

(
2
)
通
報
内
容
は
最
終
的

に
C
E
O
へ
報
告
さ
れ
る
o
電
話
､
E
-m
ai
l､
エ
ク
匿
名
に
よ
る
通
報
も
受
け

(注
)
｢-
｣
は
､
詳
細
が
不
明
で
あ
っ
た
こ
と
を
表
す
｡

(出
所
)
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3 日本企業における内部通幸臨r1度構築の
実践

3.1 ソニーにおける内部通報制度の実践

2003年5月に､ソニーは､グループ行動規範 と

して 『ソニーグループ行動規範 (ソニー原則)』

を策定 した｡ソニー原則では､法令遵守に加え､

人権尊重､製品 ･サービスの安全､環境保全､企

業情報開示など､ソニーグループの企業倫理や事

業活動にかかわる基本方針を定めている7｡ソニー

原則では､【条項1-5】に ｢ソニーグル ープで

は､全てのソニー役員 ･社員に対 して､会社の方

針､事業活動あるいはその他の行為が､法令 ･規

則またはこの行動規範を含む社内規則 ･方針に違

反している (もしくは違反のおそれがある)と確

信する場合､その旨を速やかに報告することを奨

励 します｡ソニーグループは､このような懸念が

速やかに報告され､またその報告が適切に処理さ

れるよう､通常の指揮命令系統から独立した社内

通報制度を構築 し､維持していきます｡ソニーグ

ループは､かかる情報を基に誠実に通報を行った

ソニー役員 ･社員を､公正にまた丁重に取り扱い

ます｡ソニーグループは､かかる通報者が違反行

為に加担 していない限り､かかる通報者に対する

一切の報復措置を許容せず､また､かかる通報者

の匿名性を可能な限り維持することに努めます8｣
と､内部通報に関する規定を定めるとともに､社

内通報制度を整備 し､従業員からの通報を奨励 し

ている｡

つぎに､ソニーでは ｢ソニーグループ ･コンプ

ライアンス ･ホットライン (ソニー ･ホットライ

ン)｣の名称で内部通報制度を構築 し､海外子会

社や関連会社を含めた､全従業員が企業内の不正

行為などに関する懸念を通報できるように整備 し

ている｡ソニー ･ホットラインの概要を示 したも

のが､図 1である｡ソニー ･ホットラインは､通

報者が電話や郵便､電子メールなどの通報手段を

用いて米州､欧州､日本､東アジア､パンアジア

の各地域に設置されている通報窓口へ通報できる

体制を整備 している9｡

くわえて､ソニー ･ホットラインでは､コンプ

ライアンス担当執行役に直結する窓口として､通

常の指揮命令系統から独立して運営され､通報内

容や内部通報制度の運用状況などが､経営陣およ

び監査委員会に報告される｡そして､受け付けた

通報は､所定の手続きに則って取 り扱われ､ソニー

原則に規定 しているように､通報を行った者が不

利益な扱いを受けることがないように整備 されて

いる｡

3.2 帝人における内部通手踊り度の実践

帝人は､企業活動の基本として ｢企業倫理の徹

底｣を掲げ､｢企業行動規範｣や ｢企業行動基準｣

を定め実践 してきた10｡まず､帝人は､1998年に

策定 した 『帝人グループ企業行動基準』 を2007

年に改定 した｡そして､【5 ステークホルダーへ

の情報開示】を ｢私たちは､ステークホルダーに

対 し､企業経営と事業活動に関する情報を適時 ･

表2 ソニーグループ行動規範における内部通幸締り度に関する内容

条項 内容

1 - 5 ソニーグループでは､全てのソニー役員 .社員に対して､会社の方針､事業活動あるいはその他

の行為が､法令 .規則またはこの行動規範を含む社内規則 .方針に違反している (もしくは違反

のおそれがある)と確信する場合､その旨を速やかに報告することを奨励しますoソニーグルー

プは､このような懸念が速やかに報告され､またその報告が適切に処理されるよう､通常の指揮

命令系統から独立した社内通報制度を構築し､維持していきますoソニーグループは､かかる情

報を基に誠実に通報を行ったソニ-役員.社員を､公正にまた丁重に取り扱いますoソニーグルー

プは､かかる通報者が違反行為に加担していない限り､かかる通報者に対する一切の報復措置を

(出所)ソニー原則を基に筆者作成｡
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図1 ソニーにおける内部通幸締り度

(出所)ソニー株式会社ホームページhttp://www.sony.cojp/とソニー[20091を基に筆者が一部修正したO

適切に開示します｡また､ステークホルダーから

の意見や情報提供に対しても誠実に対応 します

11｣とし､ステークホルダーからの通報を含む情

報提供に対する対応基準を追加している｡

つぎに､帝人は､グループ内の法的､倫理的に

不適切な問題の発生に対して組織内で解決するこ

とを目的に内部通報制度を構築している12｡帝人

グループの相談 ･通報制度は1999年にイントラ

ネットおよび外部委託機関に窓口を設けて開始13

した｡帝人の内部通報制度を示 したものが､図

2である｡帝人の内部通報制度は､図2のように､

グループ役員と従業員を対象とする ｢CoIPOrate

E仇icsOpinionBox｣と ｢企業倫理意見箱｣､｢コ

ンプライアンス･ホットライン｣と｢セクハラ･ホッ

トライン｣､そして､社外取引先を対象とする ｢社

外通報受付窓口｣の5つが構築されている｡

くわえて､帝人における5つの内部通報制度

は､以下の特徴がある｡まず､｢Co叩OrateEthics
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図2 帝人における内部通報制度
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(出所)帝人株式会社ホームページhttp://www.teijin.co.jp/index.htmlと帝人【20091を基に筆者が一部修正した｡

OpinionBox｣と ｢企業倫理意見箱｣は､英語と

日本語のイントラネットを利用し､Eメールや電

話､手紙などで匿名の通報も受け付けている｡ま

た､｢コンプライアンス ･ホットライン｣と ｢セ

クハラ･ホットライン｣は､企業外部の法律事務

所や委託期間へ､Eメールや電話などで匿名の通

報も受け付けている｡そして､｢社外通報受付窓口｣

は､インターネット上で通報を受けて受け付けて

いる.くわえて､通報内容は､グループCSR責任

者 (ChiefSocialResponsibilityOfficer,CSRO)の

基に報告される｡さらに､企業に重大なリスクを

与える可能性のある通報は､取締役会内にある

TRMコミティー (トータルリスクマネジメント

委員会)へも報告され､経営者らが対処する仕組

みになっている｡
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3.3 三菱自動車における内部通報制度の構築

三菱自動車は､2007年4月に自社の企業倫理基

準である 『三菱自動車企業倫理』を改訂し､全従

業員に冊子を配布している14｡まず､三菱自動車

企業倫理は､従業員に､日常の業務のなかで法令

遵守に関して考慮すべき事項を記している｡また､

三菱自動車企業倫理では､｢職場の問題は､まず

同僚､コードリーダーやコンプライアンス･オフィ

サーに相談することが､問題解決にもっとも早く

効果的です｡- (中略)-しかし､職場全体に問

題があり上司等に相談しにくい､あるいは職場で

解決されないといった場合などは､ヘルプライン

(社員相談窓口)の担当者や弁護士などの専門家

が一緒に考え､解決策立案､実行､フォローに責

任を負います｡情報の秘密は厳守され､相談者が

不利益を被ることがないよう配慮されます15｣と､

内部通報制度の構築と通報による不利益な扱いを

禁止する内容が記されている｡

つぎに､三菱自動車は､不祥事の防止や早期発

見ならびに自浄作用を発揮する透明性の高い職場

環境をつくることを目的に内部通報制度を構築し

ている16｡三菱自動車の内部通報制度を示したも

のが､図3である｡三菱自動車では､図3のように､

自社と雇用関係のある従業員を対象に､内部通報

制度を整備している｡内部通報制度は､ヘルプラ

インの名称で企業内部と企業外部に､社員相談室

と弁護士事務所を窓口として設けている｡くわえ

て､三菱自動車では､(1)部長 (コードリーダー)

図3 三菱自動車における内部通報制度

(出所)三菱自動車株式会社ホームページ hq)://W .mitsubishi一motors.cojp/と三菱自動車【2007]を基に筆
者が一部修正した｡



日本における内部告発制度の確立と企業の運用 207

経由で､コンプライアンス ･オフィサーへ相談や

通報を行う､(2)コンプライアンス･オフィサー

へ相談や通報を行 う､(3)ヘルプライン (社員

相談室と弁護士事務所)へ相談や通報を行 う､(4)

コンプライアンス ･オフィサーが､企業に重大な

影響を及ぼす可能性があると判断した場合は､企

業倫理担当役員に報告する､など大きく4つの方

法で通報内容を受け付け報告がなされる｡

くわえて､通報を受けて企業倫理担当役員がコ

ンプライアンス ･オフィサーへ通報内容に関する

対処方法を指示するとともに､コンプライアンス･

オフィサーの監督を行う｡コンプライアンス ･オ

フイサ-は､コンプライアンス部へ､具体的な施

策を指示する｡くわえて､企業倫理委貞会は､企

業倫理担当役員から報告を受け､CSR推進本部や

コンプライアンス部へ指導や助言を行うとともに､

取締役会へ意見や提言をする体制が構築されてい

る｡

4 日本国外の企業における内部通幸踊り度

の実践

4.1 ゼロックスにおける内部通報制度の実践

ゼロックスは､倫理 と法令遵守に関する問題

を､適切に対処することを意図して 『企業行動規

範』を策定 している｡企業行動規範では､【5

報告と指導】や 【6 報復行為の禁止】の箇所で､

内部通報制度に関する内容を明記 している｡ま

ず､【報告と指導】では､｢倫理違反と法令違反に

関して報告する必要がある｡または､誠実に倫理

違反や法令違反に関する懸念や相談を報告 しなけ

ればならない｡電話または別の報告経路によって

表3 ゼロックスの企業行動規範における内部通報制度に関する内容

5報告と指導

倫理違反と法令違反に関して報告する必要がある｡または､誠実に倫理違反や法令違反

に関する懸念や相談を報告しなければならない｡電話または別の報告経路によって報告

された内容は､情報の乱用や第三者による意識的に偽情報をファイルするために容認さ

れない.我々は､従業員やサプライヤー､顧客たちから複数の経路で相談や通報を受け

付ける.これらの経路は､電子メールなどインターネット経由で企業内部と企業外部か

らの受け付けも含まれる｡エシックスヘルプラインは､世界中で24時間利用可能なフ
リーダイヤルを介して受け付ける｡また､第三者機関への報告ツールもある｡我々は､

独立した第三者機関と契約し､ヘルプラインで管理する報告を専用の報告経路などを経

由して報告するO第三者機関からの報告は､専門家と文書レポ-トを経由して､ゼロッ

クス社の倫理 ･コンプライアンス部門においてすべての報告が適切に対処される｡もし､

懸念や違反を報告するならば､徹底的な調査や応答を可能にするために､正確で完全な

情報を提供することが奨励される｡初期データにおける省略か誤りが報告した内容に存

在すれば(誰が/何を/いつ/どこで)､調査に遅れを引き起こすか､延着するなど､調査
の過程に影響を与えるかもしれません｡ヘルプラインは､機密性を維持しながら､通報

者と捜査官が現地語で情報交換をするかもしれません｡もし､匿名による通報を選ぶな

ら､その件を調査する能力は減少するかもしれません｡そして､私たちは完全にあなた

の関心に応えることはできないかもしれません｡通報は､匿名で報告されるか否かに関

係なく､機密性が保持されるか､申し立てられた違反の詳細な調査を行うか適切な行動

がとられるなど対処される｡

6報復行為の禁止

通報者が､身元を明らかにするか否かに関係なく､相談や通報は機密性を保持して扱わ

れ､フィードバック過程として調査の内容をできる限り知らせます｡企業倫理部門との

コミュニケーションについて高い機密性を保持し､直接指示がない限りだれにも話すべ

きではありません｡行動規範や他の指針にそって､倫理違反や法令違反を報告すること

は､企業の利益になり､従業員の期待する対応がなされるであろう｡そうした過程で､

違反に関して報告した従業員に対して如何なる報復もしてはならない0

(出所)Ⅹerox【2008】を基に筆者作成｡
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図4 ゼロックスにおける内部通幸踊り度

(出所)Xeroxホームページhttp://ww .xerox.com/とⅩerox【2008】を基に筆者作成｡

報告された内容は､情報の乱用や第三者による意

識的に偽情報をファイルするために容認されない｡

我々は､従業員やサプライヤー､顧客たちから複

数の経路で相談や通報を受け付ける｡これらの経

路は､電子メ-ルなどインターネット経由で企業

内部と企業外部からの受け付けも含まれる｡エ

シックスヘルプラインは､世界中で24時間利用

可能なフリーダイヤルを介して受け付ける･･･(省

略)｣としている｡

つぎに､【報復行為の禁止】では ｢通報者が､

身元を明らかにするか否かに関係なく､相談や通

報は機密性を保持して扱われ､フィードバック過

程として調査の内容をできる限り知らせます｡企

業倫理部門とのコミュニケーションについて高い



日本における内部告発制度の確立と企業の運用 209

機密性を保持し､直接指示がない限りだれにも話

すべきではありません｡行動規範や他の指針に

そって､倫理違反や法令違反を報告することは､

企業の利益になり､従業員の期待する対応がなさ

れるであろう｡そうした過程で､違反に関して報

告した従業員に対して如何なる報復もしてはなら

ない｣としている｡

くわえて､ゼロックスでは､｢エシックスヘル

プライン｣の名称で内部通報制度を構築し､従業

員や供給先､顧客などから倫理違反や法令違反に

関する通報や相談を受け付けている｡エシックス

ヘルプラインの仕組みを示したものが図4である｡

エシックスヘルプラインは､企業内の倫理 ･コン

プライアンス部門と企業外の第三者機関へ通報す

る2つの方法が設けられている｡第三者機関へ通

報された内容は､倫理 ･コンプライアンス部門へ

機密性を保持しながら報告される｡くわえて､エ

シックスヘルプラインは､24時間365日いつでも

通報や相談を受け付け､電話やEメール､インター

ネットなどで受け付けている｡さらに､電話での

通報は､子会社などがある148の国々に､通報制

度が設けられている17｡こうした流れから､報告

された内容が調査される｡

4.2 ロイヤル ･ダッチ ･シェルにおける内部通

報制度の実践

ロイヤル ･ダッチ ･シェル (シェル)は､誠実

で尊敬される企業を目指して 『企業行動規範』を

策定している｡企業行動規範では､倫理や法令遵

守に関する相談や通報を受け付ける内部通報制度

に関する内容を明記している｡まず､シェルは､｢グ

ローバルヘルプライン｣の名称で､全ての従業員

と請負業者を対象に､倫理や法令遵守に関する通

報や相談を受け付ける制度を構築している｡それ

まで､シェルでは､子会社や関連会社がある国ご

とに､ヘルプライン (ホットラインやホイッスル

ブローイングライン､スピークアウトラインのよ

うな名称で)が既に構築されていた18｡これらを､

一貫した方法で誰でも簡単に利用できる制度とし

て､グローバルヘルプラインと入れ替えたので

あった｡

つぎに､グローバルヘルプラインをどのような

場合に利用すべきであるのかを示したものが表4

である｡グローバルヘルプラインは､表4によう

に､(1)独占禁止法や競争法違反に関すること､

(2)収賄や政治活動に関すること､(3)マネー

ロンダリングや財務報告に関すること､(4)健

康や安全､環境などに関すること､(5)ハラス

メントや薬物乱用に関すること､(6)輸出 ･輸

入統制､制裁､ボイコットに関すること､(7)

知的財産や個人情報､rrリソースの使用に関する

こと､(8)資産の窃盗や詐欺､偽造や乱用に関

すること､の大きく8つを例示している｡

くわえて､グローバルヘルプラインは､図5の

ように示すことができる｡グローバルヘルプライ

ンは､図5のように､(1)24時間365日いつでも

表4 グローバルヘルプラインの利用例

内容

(1) 独占禁止法や競争法違反に関することo

(2) 収賄や政治活動に関することo

(3) マネーロンダリングや財務報告に関することo

(4) 健康や安全､環境などに関することo

(5) ハラスメントや薬物乱用に関することo

(6) 輸出.輸入統制､制裁､ボイコットに関することo

(7) 知的財産や個人情報､ⅠTリソースの使用に関することo

(出所)Shellグローバルヘルプラインhttps://www.compliance-helpline.com/を基に筆者作成｡
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図5 ロイヤル ･ダッチ ･シェルにおける内部通幸締り度

通報､相談内容の調査

倫理･コンプライアンス部門

グローバルヘルプライン
(第三者機関)

(1)24時間365日いつでも利用できる｡
(2)電話､Eメール､インターネットなど
で受け付ける｡
(3)電話では､子会社や関連会社など
がある各国で対応する｡(122の国に窓
口を設置)
(4)インターネットでは､英語を含む14
力国語で対応する｡

(出所)Shellホームページhttp://www.shell.com/やShellグローバルヘルプラインhttps://W .compliance-
helpline.com/を基に筆者作成｡

利用できる､(2)電話､Eメール､インターネッ

トで受け付ける､(3)電話では子会社や関連会

社などのある各国で対応する (122の国に窓口を

設置)､(4)インターネットでは､英語を含む
14カ国語で対応する､ことが特徴として挙げら

れる｡くわえて､法的な理由により､現在､オー

ストラリア､ベルギー､フランス､ ドイツ､イタ

リア､ルクセンブルグ､オランダの各国から利用

できない19｡さらに､グローバルヘルプラインへ

の通報や相談は､シェル内部の倫理 ･コンプライ

アンス部門へ報告され､調査が進められる｡この

ように､シェルでは､経営活動がグローバルに展

開されていることから､子会社や関連会社などが

設置されている国々をも対象に､一貫した通報制

度を構築している｡

5 企業経営における内部通報制度の役割

5.1 内部通報制度の共通点と特徴

前項において企業の内部通報制度に関する実践

を考察したが､法律では､内部通報制度を構築

しなければならないとは定めていない20｡そこで､

企業ごとに多様なシステムが構築されている｡内

部通報制度に関する共通点は､表5のように､(1)

従業員などからの通報や相談の受け付け､(2)

経営者やコンプライアンス委員会などへの報告､

(3)通報内容や相談内容の調査と対処､の3つ

が挙げられる｡

まず､(1)は､(∋不正行為に関する通報の受

け付け､①法令遵守に関連する相談の受け付け､

といった特徴がある｡これは､企業内における法

令や行動規範に反する行為に関する通報や相談を

受けるシステムであるといえよう｡また､(2)は､

(∋通報内容を報告する､⑦通報内容に関する行動

の支持を受ける､といった特徴がある｡これは､

企業の業務執行とも関係するシステムであるとい

えよう｡そして､(3)は､①通報内容を調査する､

(参関連部署へ対処方法を指示する､といった特徴

がある｡これは､通報に対して企業内で対処する

ことを目的としたシステムであるといえよう｡

このような特徴から､内部通報制度は､企業に

おける不祥事の芽をつみ取るとともに､法令や行
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表5 内部通報制度の共通点と特徴

共通点 内容 詳細

(1)従業員などからの通報や相談の受け付け (∋不正行為に関する通報 おもに法令や行動規範に反する行為に関して

の受け付け 通報を受け付けるo

(む法令遵守に関連する相談の受け付け おもに法令遵守や行動規範について､どのように行動するべきであるのかについて相談を受け付けるo

(2)経営者やコンプライアンス委 (∋通報内容を報告する 経営者やコンプライアンス委員会など､企業内の法令遵守に関係する機関へ通報内容を報告する○また､通報者に不利益のないように
貝会などへの報告 考慮しながら報告される○

②通報内容に関する行動 報告した内容に関して､どのような対処をす
の支持を受ける るべきであるか指示を受ける○

(3)通報内容や相談内容の調査と対処 ①通報内容を調査する 受け付けた通報内容について調査を行うとともに､取締役会および監査役会､コンプライアンス委員長などヘ報告する

(出所)筆者作成｡

動規範に反することが行われていた場合に､早期

に発見し解決を図ろうとする制度といえよう｡ま

た､企業は､従業員に対して内部通報制度の利用

を推奨し､企業内へ浸透するよう取り組んでいる｡

具体的には､行動規範への明文化やパンフレット

の作成､社内教育などが実施されている21｡内部

通報制度は､企業ごとに異なるシステムを構築し

ているが､共通点も持ち合わせている｡そこで､

各企業の内部通報制度が持つ共通点を踏まえなが

ら､具体的な構造について詳しく論じていく｡

5.2 内部通幸臨f1度の機能

内部通報制度は､筆者が調査した限りでは､図

6に示 したように､｢内部通報窓口｣｢(コンプラ
イアンス ･企業倫理)ホットライン｣｢(コンプラ
イアンス ･企業倫理)ヘルプライン｣｢(コンプラ

図6 内部通報制度の名称

(出所)著者作成｡
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表6 内部通幸締り度の構造

機能 特徴

(1)目的 ①企業内の不正行為などに関して対処するo

①法令や企業行動指針に反する行為の抑制や防止をする○

③法令や企業行動規範に反する行為の早期解決を図るo

④企業の自浄能力の向上を図るo

①企業のリスク情報を把握するo

(2)役割 ①法令や行動指針に反した行為に関する通報を受けるo

②法令遵守に関する判断が難しい場合に相談を受ける○

③(丑や⑦以外の疑問や相談､提案などを受けるo

④通報や相談の内容を経営者や各委員会 (コンプライアンス委員会､企業倫理委員会､

CSR委員会など)に報告するo

G)通報者や相談者への回答

(3)組織 ① 多くの企業でコンプライアンス委員会や企業倫理委員会､CSR委員会などに窓口が設置
されているo

②企業内の法令遵守に関する部署に設置されている○

①社外に窓口を設けている企業もあり､顧問弁護士や第三者機関を窓口としているo

(4)連絡手段 ①電話やE-mail､FAⅩをする.

(む郵送をするo

(釘面会をする○

(彰イントラネット等の利用による○

(出所)筆者作成｡

イアンス ･企業倫理)相談窓口｣｢相談室｣｢その
他 (企業名を入れるなどした独自の名称)｣といっ

た名称が用いられて設置されている22｡また､内

部通報制度の機能を､(1)目的と (2)役割､(3)

組織と (4)通報手段に分類し､分析すると内部

通報制度の具体的な構造は､表6のように考えら

れよう

まず､(1)目的は､①企業内の不正行為など

に関して対処する､②法令や企業行動指針に反す

る行為の抑制や防止をする､(彰法令や企業行動規

範に反する行為の早期解決を図る､(彰企業の自浄

能力の向上を図る､⑤企業のリスク情報を把握す

る､などが挙げられる｡つぎに､(2)役割として､

①法令や行動指針に反した行為に関する通報を受

ける､⑦法令遵守に関する判断が難しい場合に相

談を受ける､③①や②以外の疑問や相談､提案な

どを受ける､(釘通報や相談の内容を経営者や各委

員会 (コンプライアンス委員会､企業倫理委員会､

CSR委員会など)に報告する､①通報者や相談者

への回答､が挙げられる｡

つぎに､(3)組織として､①多くの企業でコ

ンプライアンス委員会や企業倫理委員会､CSR委

員会などに窓口が設置されている､①企業内の法

令遵守に関する部署に設置されている､①社外に

窓口を設けている企業もあり､顧問弁護士や第

三者機関を窓口としている､などが挙げられる｡

つぎに､(5)連絡手段として､①電話やE-mail､

nAXをする､②郵送をする､③面会をする､④イ

ントラネット等の利用による､①弁護士や第三者

機関など社外に設置された通報窓口へ通報する､

などが挙げられる｡
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5.3 内部通報制度の役割 な流れで表されよう｡ 内部通報制度は､図7のよ

内部通報に関する対処は､おおむね図7のよう うに､通報段階､調査と対処段階､フォローアッ

図7 内部通報対処のフローチャー ト

貴報p者 向春茸最浄当れ轟 轟き青

速報~ ■ 〔通報窓口〕 報告 ) 通報内容の報告をうける 】】】】】】】】】∃∃妻…童≡幸i

通知理通知 通報の受け付け｣.通報事実の特定＼】/ ､し

受調査する必要のないことを､.通知その理由を付けて通知する ､
｢面 遍雇.1調査の必要性 l
なし あLJ

調査の指示

面談や証拠提供などの依頼 . ･是正措置と再発防止策､ー ′l関係行政機関への報告等の決定報告を受ける ii‡≡ii‡‡iiIIII】i1iメiI≡‡iiー一事辛

調査調査計画の策定､し調査の実施

や必要に応じて経過の通知 'r 通知結果の通知 ､し調査結果の検討＼し調査結果の確定

報告

指示

是正措置や再発防止策などの実施

l l 報告

｣

≧iiI!一事fiき!i!∋; 直ちに是正するよう措置をとるー!liliI / 定期的に報告を受ける 事‡iⅠ守iiiiitiii!事Ii圭IiiIIJ

フォローアップ通報者が､通報を行ったことにより不利益な扱いを受けていないか確認する是正措置や再発防止策が橡能しているのか確認する

l】 l

間 ｢可 不駕篭為など発

i i継続してフォローアップを行う

(出所)内閣府国民生活局 公益通報者保護制度ウェブサイト http://www.caa.go.jp/seikatsu/koueki/
minkan/files/nagare.pdfを参考に作成する｡

r王.～
～
～
M
圭一主
､書
手
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プ段階の大きく3つに分けられよう｡1つ目の

通報段階は､企業内部もしくは企業外部に設置し

ている通報窓口で通報を受け付け､通報内容の特

定がなされる｡通報内容は､通報窓口を設置して

いる法令遵守関連の部署へ報告される23｡さらに､

通報内容に関して調査が必要であると判断された

場合に取締役会へ報告がなされる｡

つぎに､2つ目の調査と対処段階は､通報内容

に関して調査されどのように対処すべきであるか

が判断される｡法令遵守関連の部署は､調査が必

要であると判断された場合に､取締役会からどの

ように対処するか指示を受ける24｡そして､取締

役会から受けた指示のもとで､関係部署などへの

調査がなされ是正措置をとる｡通報内容は､その

ようにして対処がなされ､通報に関する対処が終

了される｡さらに､通報社が実名である場合は､

通報者に対して通報内容に関する結果を報告がな

される｡

そして､3つ目のフォローアップ段階は､(1)

通報者が通報を行ったことにより不利益な扱いを

受けていないか､(2)是正措置や再発防止策が

機能しているか､について検討される｡そして､

不利益な扱いを受けていた場合は､直ちに是正さ

れ､不正行為などが再発した場合は､再び調査や

対処といった是正措置がとられる｡一方で､問題

がない場合は､定期的にフォローアップが行われ

る｡

6 内部通報制度における現状と課題

6.1 内部通報制度における今後の課題

企業が内部通報制度を整備していくなかで､い

くつかの課題が考えられる｡内部通報制度におけ

る主な課題は､表7のように､大きく3つ存在し

ていると考えられる｡1つ目は､通報を行った従

業貝が不利益な扱いを受けないように規定されて

いるが､現実的に不利益な扱いを受ける恐れがあ

ることである｡多くの企業では､内部通報制度と

ともに､不利益な扱いを行わないとしている｡し

かし､実際には､オリンパスの事例のように､そ

うした行為は行わないと規定してあるにもかかわ

らず､通報したことによる報復人事とみられる行

為が行われることも考えられる25｡そのため､通

報者の安全を保証することについては注意を払う

必要がある｡つまり､内部通報制度の信頼性に不

安が残るということである26｡

つぎに､2つ目は､経営者が主導になり不正を

行っていた場合に､はたして内部通報制度が機能

表7 内部通報制度における現状と課題

課題 内容 詳細

課題1 準報を行った従業員が不利益な扱いを受けな 多くの企業では､内部通報制度とともに､不利益な

扱いを行わないとしているoしかし､現実として､

いように規定されているが､現実的に不利益 オリンパスの事例のように､不利益な扱いと思われ

な扱いを受ける恐れがあること る行為が行われていることから通報者の安全を確保

することについては注意を払う必要がある○

課題2 経営者が主導になり不正を行っていた場合に 多くの企業では､通報内容を経営者に報告し､指示
を出す場合が多い○そのため､経営者が主導して不

はたして内部通報制度が機能するのかという 正を行っていた場合に､内部通報制度が目的として

こと いる不正行為の抑制や防止､早期解決といった機能

が全く働かなくなることが考えられるo

課題3 通報窓口に寄せられる内容が､上司のセクハ 通報窓口に寄せられる内容として､通報者個人に関
ラやパワハラ､処遇の不満などのような､企 係する問題が多く､企業全体に関係するような内容

業経営にとって大きな意味を持たない内容が ではなく､想定しているような機能は働かないと考

(出所)筆者作成｡
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するのかということである｡多くの企業では､通

報内容を経営者に報告し､指示を出すことが多い｡

そのため､経営者が主導して不正を行っていた場

合に､内部通報制度が目的としている不正行為の

抑制や防止､早期解決といった機能が全く働かな

くなることが考えられる｡たとえば､久保利英明

【2004】は､｢内部通報制度は万一のときに社長 (経

営者一筆者)と対立する可能性もある (社長が違

法行為を自ら行っていたような場合)｡したがっ

て独立性について格別の配慮が求められる27｣と

指摘している｡つまり､経営者が率先して､違法

行為をしていた場合に､はたして内部通報制度が

機能するのかということである28｡

そして､3つ目は､通報窓口に寄せられる内容

が､上司のセクシャル ･ハラスメントやパワー ･

ハラスメント､処遇の不満などのような､企業経

営にとって大きな意味のない内容がほとんどであ

るということである｡内閣府国民生活局【2007】に

よると､通報窓口に寄せられる内容として､通

報者個人に関係する問題が多く寄せられている29｡

つまり､企業全体に関係するような内容ではなく､

想定しているような機能が働いていないと考えら

れる｡

6.2 内部通報制度における今後の展望

内部通報制度は､企業内に潜む不祥事の芽をつ

みつつ､不祥事が起きた場合に早期に対処して解

決することができることを目的としている｡また､

従業員らから情報を集めることは､企業経営の健

全性を確保するうえで有用なものであると考えら

れる｡しかし､内部通報制度には､表7で示した

課題のように､はたして想定しているような機能

が働くのかという点について疑問が生じる｡たと

えば､行動規範などにおいて通報者に対して不利

益な扱いは行わないと規定しているとしても､そ

うした扱いを受ける可能性があるならば､通報が

行われることは少ないであろう｡

そして､従業員は､内部通報制度の信頼性に対

して､少なからず疑問を抱いていると解すことが

できよう｡くわえて､内部告発には､｢密告｣や

｢裏切り｣といった負の印象を持たれる場合が多

い｡これは､日本だけでなく諸外国においても同

様のことがいえよう｡さらに､内部告発が行われ

ることは､社会からの信頼を失い､企業の存続が

困難になる事態を招く可能性が高いと考えられる｡

内部告発には､そうした負の部分も存在すること

についても理解しておく必要がある｡

このようなことから､企業が制度を整備しても､

想定しているような機能が働くことは難しいであ

ろう｡企業経営の健全性を高めるためには､制度

のあり方そのものを検討し直す必要があると考え

られる｡そこで､従業員に企業経営をチェックす

る役割を持たせ､経営者に対して不正に関する懸

念を自由に報告できるような制度を構築していく

ことが､有効な手段の1つになるのではないかと

考えられる｡

7 おわりに

本稿では､(1)企業において内部通報制度は

如何にして実践されているのか､(2)企業の

内部通報制度には如何なる課題が存在するのか､

(3)今後､企業が内部告発制度を構築していく

にあたって考慮すべき点､を明らかにし今後の展

望を論じることを目的としてきた｡まず､(1)

であるが､内部通報制度は､企業によって異なる

システムが構築されていたが､おおむね､従業員

などから受けた相談や通報を経営者らに報告し､

企業内で調査し対処する仕組みであるといえよう｡

くわえて､内部通報制度は､企業の自浄能力を高

めて､違反行為を抑制もしくは早期に解決すると

いう目的のもとで設置された機関であるといえよ

う｡

また､(2)であるが､内部通報制度は､制度

の信頼性や独立性､実効性の3点から見直してい

く必要があろう｡内部通報制度を実践していくう

えで､①通報者が､不利益な扱いを受けないこと

を保証すること､や⑦経営者の主導によって､不

正行為がなされていた場合に､如何にして対処す

るのかということ､③通報窓口が通報者の不満の
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はけ口となっているとの指摘があり､果たして内

部通報制度は機能するのかということ､を解決し

ていく必要があろう｡

そして､(3)であるが､内部通報制度のように､

従業員から企業内の不正行為に関する情報を集め

ることは､企業経営の健全性を確保していくうえ

で有用なものであろう｡しかし､内部通報制度に

は､検討していくべき課題も存在している｡そこ

で､今後は､内部通報制度の課題の解決を図りな

がら､健全な企業経営を行っていくためには､如

何なる制度を構築していくべきであるかを解明し

なければならないであろう｡その一形態として､

従業員に､企業経営をチェックする役割を持たせ､

経営者に対して不正に関する懸念を自由に報告で

きるような制度を構築していくことが､有効な手

段になるのではないかと考えている｡

注

1 公益通報者保護法2条において､｢この法律

において ｢公益通報｣とは､労働者 (労働基

準法 (昭和二十二年法律第四十九号)第九

条に規定する労働者をいう｡以下同じ｡)が､

不正の利益を得る目的､他人に損害を加える

目的その他の不正の目的でなく､その労務提

供先 (次のいずれかに掲げる事業者 (法人そ

の他の団体及び事業を行う個人をいう｡以下

同じ｡)をいう｡以下同じ｡)又は当該労務提

供先の事業に従事する場合におけるその役員､

従業員､代理人その他の者について通報対象

事実が生じ､又はまさに生じようとしている

旨を､当該労務提供先若しくは当該労務提供

先があらかじめ定めた者 (以下 ｢労務提供先

等｣という｡)､当該通報対象事実について処

分 (命令､取消しその他公権力の行使に当た

る行為をいう｡以下同じ｡)若しくは勧告等(勧

告その他処分に当たらない行為をいう｡以下

同じ｡)をする権限を有する行政機関又はそ

の者に対し当該通報対象事実を通報すること

がその発生若しくはこれによる被害の拡大を

防止するために必要であると認められる者

(当該 通報対象事実により被害を受け又は受

けるおそれがある者を含み､当該労務提供先

の競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがある者を除く｡次条第三号 において

同じ｡)に通報することをいう｡｣とされている｡
つまり､労務提供先とは､企業の場合､企業

内部への通報と考えられる｡

2 平田光弘【2008】82頁.

3 会社法において､法令遵守に関する規定が盛

り込まれ､企業は遵法経営を行う体制を構

築していくことが求められている｡(会社法

348条4項､362条4項6号､416条1項ホ)

4 平田光弘【2008】によると､法令遵守体制には､

｢第1に､担当する職務の権限を明確にし (例

えば､融資部門と決裁部門の分離)､第2に､

その職務遂行の監督権限を明確にし､第3に

それを支援する専門部署 (例えば､コンプラ

イアンス統括部署)を設置する必要がある｡

- (中略)-さらに､第4に､社員からの法

令遵守に関する問合わせ､相談､問題の通報､

告発等に対する相談窓口 (相談 ･申告制度､

ヘルプデスク､ホットライン､ヘルプライン､

通報制度ともいう)を整備し､第5に不正等

の法令遵守違反に対する適正な処分､再発防

止等を含む罰則を明確にし､第6に､法令遵

守経営の実施状況に関する評価方式を整備す

ることも必要となる｣と述べられている｡く

わえて､平田光弘先生は､こうした法令遵守

体制づくりに加えて､従業員に対する法令遵

守教育が必要であると論じている｡

5 表1で取り上げた企業については､(1)行動

規範などで通報 ･相談者に不利益な扱いを行

わないことを定めているか (2)企業内部と

企業外部に通報窓口を設けるなど複数の通報

ルートを設けているか､(3)通報 ･相談内容

に関して速やかに対処する体制が構築されて

いるか､といった点から検討した｡

6 上記の3社を選択した理由として､表1で選

定した理由とともに､ソニーと帝人は､それ
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ぞれ委員会設置会社と監査役設置会社とし

て､積極的にコーポレー ト･ガバナンス改革

を行っている企業であり､内部通報制度に関

しても同様のことが伺えたことが挙げられる｡

また､三菱自動車は､2000年にリコール隠

しが内部告発によって発覚した企業であり､

内部告発によって企業不祥事が発覚した企業

が如何にして､不祥事が発生することを不正

でいるのかを検討すべきであると考えたこと

が挙げられる｡

7 ソニーホームページ http://www.sony.co.jp

8 ソニー原則【2003]6貢.

9 ソニーのホームペ-ジによると､担当地域は

つぎのようになる｡

日本 (日本､韓国､台湾)

東アジア (中国本土､香港)

パンアジア (東南アジア､中近東､アフリカ､

オセアニア)

10 帝人ホームページhttp://www.teijin.co.jp/

11 帝人[20071

12 帝人[2009]

13 帝人[2009]42頁.

14 三 菱 自動 車 h仕p://ⅥW .mitsubishi-motors.

co.jp/

15 三菱自動車[2007110頁.

16 三 菱 自動 車 http://www.mitsubishi-motors.

co.jp/

17 Xeroxhttp://www.xerox.com

18 Shellグローバルヘルプラインhttps://W .

compliance-helpline.com/

19 Shellグローバルヘルプラインhttps://www.

compliance-helpline.com/

20 公益通報者保護法において､当該労務提供先

(企業内部一筆者)が通報先として定められて

いるが､内部通報制度を整備することは定め

られていない｡

21 その他にも企業によって､内部通報制度の周

知に向けたさまざまな取り組みが行われてい

る｡

22 今回調査を行った企業のなかには､企業の名

称を含んだものや､｢ヘルプラインシステム｣

や ｢ホットライン制度｣など多様な名称が存

在したが､おおむね図4に示した名称が用い

られた制度名が多かったため､図4のように

まとめた｡

23 たとえば､コンプライアンス室やコンプライ

アンス事務所といった名称で設置されている

ものが多くみうけられる｡

24 企業によっては､法令遵守に関する委員会な

どを経営者が トップを務めている場合がある｡

また､取締役会以外に､監査役会やチーフ ･

コンプライアンス ･オフィサーへ報告を行う

制度としている企業もある｡

25 オリンパスの従業員が､企業内の不正に関し

て内部通報を行ったところ､報復人事とみら

れる措置が行われた訴訟が行われた事例であ

る｡オリンパスは､内部通報制度を設置して

おり､企業行動憲章である 『オリンパスグ

ループ行動規範』において､｢なお､相談や

申告の事実と内容は､その秘密の厳守が保証

され､報告や照会などの結果､相談者が報復

などの不利益な処遇を受けることは一切あり

ません｡｣というように内部通報者に不利益
な扱いを行わない旨を明記していた｡

26 『朝日新聞』2006年3月25日付.

トナミ運輸の闇カルテルに関して内部告発を

行った申岡弘昭氏は､公益通報者保護法は､

訴えるには危険すぎるところに､真っ先に通

報することを義務づけていることが問題点で

あると指摘している｡そのように､内部告発

者も企業の内部通報制度に対して悲観的に捉

えている｡

27 久保利英明[2004]200頁.

28 くわえて､経営者支配が確立しているといわ

れる今日の企業経営において､はたして内部

通報制度が健全に機能するのかという問題が

考えられる｡

29 内閣府国民生活局[2007]のアンケー ト結果

(有効回答数1,281社)によると､内部通報制

度運用上の課題や実務上の負担として､制度
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の周知が進まない (25%)､通報というより､

不満や悩みの窓口となっている (24.5%)､

本当に保護されるのか､職場に不信感がある

(18.7%)というように､実情として不満や悩

みの窓口となっていることが考えられる｡
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